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共同研究契約標準書式の事例研究（H24年度） 

• 英国産学官共同研究標準契約書 

（Lambert Model） 
英国では産学官の関係者で、どの当事者にとってもリーズナ
ブルで交渉しやすい共同研究標準書式を作成 

• NYS STLC レポート 
NYS STLC （New York State Science & Technology Law Center）
が米国の産学官の受託研究契約書式を分析 

• ドイツ、韓国、中国等の契約事例研究 

欧米においても、産学官の共同研究契約は問題と
なっているため、契約書式の標準化を進めている 
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国際共同研究契約の今後の課題 

1. 研究ステージ別国際共同研究対応指針の策定 

2. 国際共同研究契約等の統一標準書式の策定 

3. 横断的な国際契約支援プラットフォームの整備 

4. 外国特許出願支援制度の見直しJST外国出願支援のPCT要件等 

5. 特許法の見直し特許仮出願制度等 
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安全保障輸出管理 

世界平和と地球規模の環境・食料問題

解決のため、今後世界の全ての国々と

研究交流・文化交流を積極的に推進し

ていかなければならない。 

国際交流を円滑に進められるようにす

るためには、大学の輸出管理体制を早

急に整備する必要がある。 
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• ＵＣＩＰでは、平成23年に全国256の大

学、研究機関に対し、輸出管理のア
ンケート調査を実施 
 

• 国立大学と研究機関は体制が整備さ
れたが、私立大と公立大が立ち遅れ 
 

• 留学生の受入れと共同研究への対
応が喫緊の課題 



• 研究機関と国立大学では、契約審
査体制が整備されつつある 

• 輸出管理条項を設けることにより、
相手方にも注意喚起することになり、
大学の輸出管理が補完される。労
少なくして効果の大きい管理ポイント
である。今後大学・研究機関等へ、
さらに啓発すべき 

• 先進諸国は、日本の人文科学への
関心が高い 
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大学・研究機関の要望 

 上記要望の他、自由記載欄で大学間の共通管理組織への要望も多数あった。これを受けて、

UCIP、産学連携学会、九州大学等の共催で、平成25年3月1日芝浦工業大学で輸出管理DAY for 

ACADEMIA （EFA）を開催。経産省、文科省、国大協、CISTEC、日本知財学会、UNITT、安全保障学会

等の後援を受け、産官学から二百数十名が参加し、先進事例の紹介と意見交換を行った。関係機

関のボランティアによる自主運営（補助金なし）。 
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輸出管理の今後の課題 

1. 私立大学、公立大学等の学内輸出管理体制の整備促進 
 

2. 外国人留学生等の受け入れ基準の明確化 
 

3. 産官学の横断的な輸出管理連絡協議会の設置＊ 
 

4. コンプライアンス・研究倫理ベースでの輸出管理体制の再

構築（H25年12月にUCIPでアンケート調査実施） 
 

5. 人文系の外国人留学生の受け入れ体制整備 

＊大学の輸出管理については、 2010年の輸出者等遵守基準の施行を受け、国立大学協

会、産学連携学会、九州地域内大学輸出管理ネットワーク、安全保障輸出管理に関する
11大学連絡会、UCIP、輸出管理DAY for ACADEMIA等の団体で、様々な研究・啓発活動が

行われている。これらの団体は、互いに活発な情報交換を行い、ネットワーク網を形成し
つつある。このネットワークをさらに拡充し、産官の関係団体も加わり、産官学の横断的な
連絡会を設置すべきとの要望が出されている。 


